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産地リスク軽減技術総合対策事業（省エネ設備等技術確立支援事業）
に関する実施状況報告書

	都道府県・市町村名
	

	事業実施主体名
	

	事業の実施期間
	平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日



１　事業の目的及び取組内容
	





２　成果目標の達成状況
 　基準年（平成　年）
 　目標年（平成　年）
	成果目標の達成状況


	目標値


	達　成　率
（平成　年時点）

	成果目標の達成に向けた取組の実施状況
	成果目標の達成状況に向けた今後の取組、スケジュール等

	















	省エネ等技術を導入することにより、概ね30%以上のエネルギーの削減が可能であること。
	





	





	





	






	
	省エネ等技術の導入コストは概ね５年間程度で回収が可能であること。
	




	




	




	





	
	省エネ等技術の農業分野における製品化が可能であること。

	




	




	




	







（注）
１．事業の成果品等（実施した事業の取組内容や結果等が分かる資料等）を添付すること。
２．協議会等の会議を開催した場合は、その資料及び議事録を添付すること。
３．その他、生産局長が必要と認める資料を添付すること。
